
表４　　歳出の状況      (単位：百万円、％）

 増減額 増減率

  構成比   構成比   

義務的経費 454,712 47.8 446,479 46.4 8,233 1.8

　人　件　費 175,427 18.4 178,611 18.6 △ 3,184 △ 1.8

　扶　助　費 157,989 16.6 146,620 15.2 11,369 7.8

　公　債　費 121,296 12.8 121,248 12.6 48 0.0

投資的経費 145,063 15.2 157,417 16.4 △ 12,354 △ 7.8

　普通建設事業費 120,885 12.7 138,957 14.4 △ 18,072 △ 13.0

うち補助事業費 44,315 4.7 44,866 4.7 △ 551 △ 1.2

うち単独事業費 68,495 7.2 86,521 9.0 △ 18,026 △ 20.8

　失業対策事業費 20,648 2.1 14,124 1.5 6,524 46.2

　災害復旧事業費 3,530 0.4 4,337 0.5 △ 807 △ 18.6

その他の経費 351,521 37.0 358,720 37.2 △ 7,199 △ 2.0

うち物件費 109,889 11.6 112,425 11.7 △ 2,536 △ 2.3

うち補助費等 105,811 11.1 107,780 11.2 △ 1,969 △ 1.8

うち積立金 26,652 2.8 29,880 3.1 △ 3,228 △ 10.8

うち繰出金 84,618 8.9 87,263 9.1 △ 2,645 △ 3.0

歳  出  合  計 951,296 100.0 962,617 100.0 △ 11,321 △ 1.2

　　　　     平成１８年度 平成１７年度

歳出の状況

 歳出総額

　 ９，５１３億円

人件費
１，７５４億円
（１８．４％）

扶助費
１，５８０億円
（１６．６％）

公債費
１，２１３億円
（１２．８％）

普通建設事業費
１，２０９億円
（１２．７％）

物件費
１，０９９億円

（１１．６％）

補助費等
１，０５８億円
（１１．１％）

積立金
２６７億円
（２．８％）

その他
２４６億円
（２．６％）

失業対策事業費
 ２０６億円
 （２．１％）

災害復旧事業費
３５億円

（０．４％）

繰出金
８４６億円
（８．９％）


